
〔付録1〕 昭和44年 度主要事項年表(昭 和44年4月 ～45年3月)

(A) 国 内 関 係 (B) 海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日

44.4.1

4.1

4.1

4.1

4.4

4.11

4.16

4.17

4.18

4.23

4.25

4.30

5.2

5.7

5.12

事 項 年 月 日

44年 度 予算成立 。

政府 は4月1日 か ら、みが き板 ガラスな ど

6品 目の輸入自由化 を実施。 この結果 、非

自由化品 目数 は163、 残 存 輸 入制限品 目数

は120と な った。

3月 末 の外貨準備高32億1,300万 ドル。

ルーム クー ラーおよびカ ラーテレ ビの割賦

販売標準条件 の告示(頭 金の割 合15%、 賦

払期 間20ヵ 月)

日中覚書貿易の一年延長 が合意 され協定調

印(北 京 で)。

大蔵省、43年 度 の国際収 支16億3千 万 ドル、

史上最高の数字、43年度貿易統計(通 関)、

輸出137億2,000万 ドル、輸入132億9,000万

ドルで輸出超過4億2,700万 ドル、最高を

記録。

物価安定推進会議、「物価安定対策の実施

状況と今後の基本的方向」 と題する最終提

言発表。

第5回 日加閣僚委員会開 く。アジア問題で

意見交換(18日 まで東京で)。

通商産業省、44年度設備投資計画発表。

第2回 日韓貿易合同委員会開催(東 京で)。

SDR創 設に関するIMF協 定改正案国会を通

過。

国土総合開発審議会、新全国総合開発計画

答申。

大蔵省 ・El銀、43年 度 国際収支状況発表

(総合収支黒字16億2,700万 ドル)。

公取委、八幡 ・富士の合併につ き停止勧告

をし東京高裁に緊急停止処分の申し立てを

行な う。

三菱重工業、米 クライスラー社と自動車合

併会社設立覚 え書に調印(持 株比率三菱重

工業65%、 クライスラー35%)。

44.4.1

4.2

4,3

4.3

4.4

4.4

4.8

4.8

4.10

4.10

4.12

4.15

4.17

4.18

4.21

4.23

4.27

5.1

5.8

5.9

5.9

事 項

中央 第9回 全国代表大会(九 全大会)開 催 、

24日 ま で。

西独、資本輸出促進のた めの税制措置発表。

米公定歩合、6%に 引 き上げ、同時 に要求

払 い預 金 準備 率Q.5%引 きげ(後 者 は17日

実 施)。

第4回 東南 アジア開発閣僚会議 開催(5日

までバ ンコ ックで)。

日中覚書貿易(北 京)調 印、 日中関係 を根

本 的に検討 と声 明。

ニ クソ ン米大統領 、国 際収支 に関す る特別

声明発表 。

オ ラン ダ公 定 歩 合引 き上 げ(5%→5.5%

翌 日実施)。

ベルギー公 定歩 合引 き上 げ(5%→5 .5%

即 日実施)。

アジア開銀第2回 総会(シ ドニ ー)開 く。

33ヵ 国 参加。

NATO20周 年 記念式典 と閣僚会議(ワ シン

トン)開 く。

ニクソン米大統領、議会に1970会 計 年度修

正予算教書提出(歳 入1,987億 ドル、 歳 出

1,929億 ドル、58億 ドルの財政黒字 を計上)。

エ カフェ25回 総会 開 く。30ヵ 国参加 、議題、

70年 代 の開発。

西独 公定 歩 合 引 き上 げ(3%→4%)、 債

券担保貸 付金利引 き上 げ(4%→5%)翌

日実施 。

パ リ金市場 、1オ ンス=48ド ル84セ ン トの

21年 来 の高値 、 フラン、ポン ド低落。

ニ クソ ン米大統領 、税制 に関す る特別教書

を議会 に提 出。

コメ コン(共 産圏経済相互援助会議)首 脳

会議 開催(26日 ま でモスクワにて)。

ドゴール仏大統領 、地方制度 お よび上院の

改革 に関す る国民投票 に敗北(28日 辞 任 を

声明)。

西独連銀 、マルク投機抑制のため ドル先物

の スワ ップ停止。

フランス銀行、輸出再割 り引 き利 率1%引

き上 げ(4%)。

西 独政府 、マル ク切 り上 げを行 なわない と

発表。

デンマーク公定 歩合引 き上げ(7%→9%、

12日 実 施)。



(A) 国 内 関 係 (B)海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日 事 項 年 月 日 事 項

44.5.14

5.16

5.16

5.21

5.30

6.10

6.17

6.18

6.19

6.20

6.23

6.26

6.26

7.8

7.9

7.11

7.18

7.24

日銀 、43年 マ ネー ・フロー発表(資 金不足

は法人部門2兆9,100億 円 、公 共 部 門1兆

3,800億 円)。

産構審 、44年 度設備投資計画調整案 を答 申

(16業 種2兆9,285億 円 、全業種3兆6,603

億 円)。

八幡 ・富士、公取委 に合併否認勧告拒否回

答提出。

いす ゴ自動車、三菱重工 業 との業務提携解

消。

産構審 、「情 報 処理 及 び情報産業のあ り方

と政府 の とるべ き施策」 につ いて答 申。

政府、44年 産米生 産者米価据 え置 き決定

(玄 米150キ ロ当た り20,640円)。

通商 白書発表。

44年 度最高輸出会議、44年 度 の輸出目標 を

15,830百 万 ドル(通 関 ベース、対前年度 実

績 比15.4%増)と 決定。

八幡 ・富士 合併 問題 にっ いて の公取委第1

回 審判開かれ る。

EEC諸 国 との縞製品輸出入に関する交渉

妥結。

外資審議会総会が開かれ、第3次 資本 自由

化の準備始 まる。

海洋科学技術審議会、「海洋開発のための

科学技術に関する開発計画について」答申。

経済審議会経済計画基本問題研究委員会、

「経済計画のあり方についての報告書」発

表。

日銀、都銀に慎重な貸出態度を要請。

経済審議会総合部会 、「経済社会発展計画

補正要綱」了承。

通産省、今後両3年 の新 しい通産政策を決

定、その内容は① 経済の国際的展開、②国

民生活の質的充実、③ 経済発展の基礎条件

の確保、④創造的発展への指向、の4つ の

柱 をかかげた。

輸入自由化に関する関係閣僚懇談会、残存

輸入制限120品 目を46年末までに60品 目以

下に減 らすことを決定。

金融制度調査会第2分 科会、「貿易金融 と

44.5.14

5.15

5.28

5.28

6.2

6.4

6.5

6.10

6.10

6.10

6.13

6.15

6.19

6.20

6.21

7.7

7.9

7.10

7.15

7.19

7.24

ニクソン米大統領、ベ トナム和平提案を発

表(1年 以内相互撤兵を基礎とした8項 目

を提案)。

米商務省、1969年 第1四 半期の国際収支発

表(総 合収支17億78百 万 ドル赤字)。

ベルギー公定歩合引 き上げ(5.5%→6%、

翌日実施)。

ニクソン米大統領、70年 度対外経済軍事援

助に関す る特別教書を発表(25億85百 万 ド

ル、うち経済援助22億10百 万 ドル、軍事援

助3億75百 万 ドルを要請)。

西独連銀、80～90日 物 スワ ップ ・レー ト引

き上 げ(5.5%→6%)。

カナダ、ケネデ ィ ・ラウン ドによる関税 引

き下げの完全実施 を発表 。

世 界共 産党 会議 、モス クワで開催(17日 ま

で)。

西独連 銀、 スワ ップ ・レー ト引 き上 げ(60

-90日 物7%)。

ユ ー ロ ・ダラー金利史上最高(1-3ヵ 月

物12.75%)。

カナ ダ公 定 歩 合 引 き上 げ(7%→7.5%、

翌 日実施)。

フランス銀行、公定歩 合を引上 げ(6.0→7

.0%、16日 か ら実施)。

フ ランス大統領選挙(第2回 投票)で ジ ョ

ル ジュ ・ポ ンピ ドー当選。

西 ドイツ、公定歩合引上 げ(4%→5%)

お よ び ロンバル ト・レー ト(債 券担保貸出

金利)引 上 げ(5%→6%)、20日 実 施。

IMF、 イギ リスに対 す る10億 ドルのス タン

ドバイ ・クレジ ッ ト供与 を発 表。

イタ リア公 定 歩 合引 き上 げ(3.5%→5%、

7月1日 実施)。

ケネデ ィ米財務長官 、全米24銀 行首脳 と会

談 し、金利 抑制 を要 請。

ニクソン米大統領、海外駐留 米軍等 を来年

6月 末 までに2万 人削減す ると発表 。

ス ウェーデ ン、公定歩合引 き上 げ(6%→

7%、 翌 日実施)。

カナ ダ、公 定 歩 合引 き上 げ(7.5%→8.0

%、 翌 日実施)。

イン ド政府、主要商業 銀行14行 の国有化決

定。

10ヵ 国蔵相代理会議、SDRの 発動規模 とI

MFの 増 資で原則的合意。



(A) 国 内 関 係

年 月 日

44.7.26

7.29

8.6

8.12

8.26

9.1

10.1

10.1

10.4

事 項

外国為替制度」の検討開始。

総理府統計局、43年貯蓄動向調査発表(年

末一世帯当た り貯蓄高116万 円)。

第7回 日米貿易経済合同委員会開催。

経企庁、43年度暫定国民所得統計発表(伸

び率実質14.3%)。

物価安定政策会議第1回 総会開 く。

第3回 日韓閣僚会議開催(28日 まで東京で)。

日銀、公定歩合引上げ(商 手割引歩合およ

び債券担保貸付利子歩合6.25%、 輸出貿手

割引歩合4.25%、 輸出貿手担保貸付歩合4.

5%、 その他担保貸付歩合6.75%)。

政府は約250の 自動輸入割当制(AIQ)品 目

の うち半数を自動承認制(AA制)品 目に

移行することを決定。

9月 末の外貨準備高32億2,600万 ドル、こ

れまでの最高。

政府、日銀券の発行限度額引上げ(3兆4,

(B)海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日

44.7.30

8.7

8.8

8.9

8,10

8.12

8.12

8.13

8.26

9.3

9.3

9.5

9.10

9.11

9.15

9.17

9.17

9。24

9.26

9.29

9.29

10.1

10.3

10.8

10.9

事 項

ベルギ ー、公定歩 合引 き上 げ(6%→7%、

翌 日実施)。

イラン、公定歩合引上 げ(7%→8%、 即

日実施)。

フ ランス、フラン平価の11,1%切 下 げを発

表(1ド ル、4.93706→5.55419フ ラ ン11日

か ら実施)。

イン ド、銀行国有化 を決定 。

フランス、物価 凍結 令発表(8月11日 ～9

月15日 まで)。

世 界銀行 、貸付金利 を引上 げ6。5→7.0%。

EEC、 フ ラン切下 げに伴 う共通農産物価 格

問題 についての合意成立。

イ タ リア、公 定 歩合 引上 げ(5%→5.5%、

翌 日実施)。

ブラジル、 平価 切 下 げ(1ド ル4.075ク ロ

イゼル→4.1ク ロイゼル、翌 日実施)。

仏政 府、財政 ・金融面 の緊縮措置決定。

ホー ・チ ・ミン北 ベ トナ ム大統領死去。

チ リ、平価切 下 げ(1ド ル9.51→9.62エ ス

クー ド)。

オ ース トリア、公定歩合引上 げ(3.75%→

4.75%、 翌 日実施)。

西独 、公 定 歩 合引 上 げ(5.0%→6%、 即

日実施)。

ス イス、公 定歩 合引 上 げ(3.0%→3.75%)

と債 券担保貸付金利引上 げ(3.75%→4.75

%)-15日 実 施。

ベルギー、 公定 歩 合 引上 げ(7%→7 .5%、

翌 日実施)。

ロン ドン手形 交 換 所 加盟 銀 行 、 貸 出金利

0.5%引 上 げ、(8.5%→9.0%、10月1日 実

施)。

西独、外国為替市場閉鎖(30日 再 開)。

ノル ウェー、公定歩 合引上 げ(3.5%→4.5

%、 翌 日実施)。

西独 、マル クの自由変動相場制措置決定 。

第24回IMF・ 世 銀総会 ひ らく。

10力 国蔵相会議、通貨問題で共同声明。

IMF総 会 、SDR創 出決定 。

フランス、公定歩合の引上げ(7.0→8.0%)、

中 期信用抑制な どを実施(9日 実 施)。

ニ ュー ヨーク連 銀、 オース トリア、デ ンマ

ーク、 ノル ウェー3力 国中央銀行 とのスワ



(A) 国 内 関 係

年 月 日

44.10.6

10.9

10.14

10.14

10.17

10,20

10.21

10.30

11.14

11.14

11,19

11.19

11.22

11.29

12.2

12.12

12.16

12.19

12.19

12.20

12.25

事 項

000億 円→4兆1,000億 円)。

残存輸入制限に関する日米協議開催(9日

まで東京で)。

日米残存輸入制限協議おわる(グ レープフ

ルーッなどの自由化決定)。

宇佐美日銀総裁、市中銀行に貸出抑制を要

請。

政府、自動車の資本自由化を46年10月 か ら

実施する方針を決定。

自由化促進関係閣僚協議会、46年末までに

55品目の輸入自由化を実施 し、残存輸入制

限品目を65品 目とすることを決定。

通産省は10月20日 から輸入担保率の引下げ

を行ない、従来5%と していた消費財等の

担保率を1%に 引下げるとともに、担保の

種類の範囲を拡大し、現金以外の担保 も認

めることとした。

割賦販 売審議会、「自動車の割賦金融体制

の今後の方向について」答申。

公取委、同意審決により八幡 ・富士合併を

承認。

大蔵省、預金金利弾力化の方針決定。

経企庁、閣議に 「44年度経済についての現

時点における暫定試算」について報告。

日米首脳会談開催(21日 までワシントンで

沖縄返還について共同声明を発表。

割賦販売審議会金融部会(第4回)開 催

(「割賦金融体制の今後の方向について」報

告)

日米共同声明発表(沖 縄返還について日米

合意)。

第62臨 時国会開く。

衆議院、解散。

外資審議会、フォー ドと東洋工業の合弁会

社 「日本 自動変速機」の設立認可。

東京、大阪、名古屋の3証 券取引所、信用

取引金利1厘 引上げ(信 用買い金利2銭6

厘)。

大蔵省、商社 ・メーカーに対する外貨集中

規則緩和。

最高輸出会議総合部会、44年度輸出目標を

15,830百 万 ドルから16,720百 万 ドル(前 年

度比21.9%増)に 改定。貿易会議に改組。

通産省、「企業合併 に関する調査報告書」

発表。

通産省、「国際化時代の貿易金融構造のあ

り方について」提言。

(B) 海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日

44.10,24

11.3

11.11

IL18

11.19

1L24

11.25

12.1

12.2

12.3

12.11

12.17

12.19

12.23

12.23

12.30

事 項

ップ枠 を1億 ～2億 ドル拡大 。

西独、 マル ク平価 を9.29%切 上 げ(1ド ル

3.66マ ル ク、1マ ル ク798.36円)、 固定相場

制 に復帰す るとともに、停止 中の国境税調

整 を廃 止す ることに決定 一27日 実施)。

韓 国、 ウ ォン平 価4,5%切 下 げ(1ド ル30

4.35ウ ォン)。

アルゼ ンチ ン、来年1月1日 か らデ ノ ミネ

ーシ ョンを実施 と決定(1ド ル350ペ ソ →

1ド ル3.5新 ペ ソ)。

ニ クソ ン米 大 統領 、 「1969年 通 商法」 に関

す る特別教書発表。

イタリア、 ゼネス ト突入。

ロン ドン自由価格35ド ル台 に下落(35ド ル

50セ ン ト)。

西独、IMFか ら5億40百 万 ドル引出す。

日本 円、 フランクフル ト外為市場で初上場。

EEC6ヵ 国 首脳会議、英国のEEC加 盟 交渉

開始等 の共 同コ ミュニケ採択。

ニ ュー ヨー クダウ、800ド ル 大台割 れ。

BIB、 増 資発表(5億 金 フラン→15億 金フ

ラン)。

米政府 、第2次 対外投融資規則緩和。

米国務省、対中貿易緩和 を発表 。

米議会、新輸出統 制法案(東 西貿易法案)

の 両院協議会案可決。

米商務省 ・SEC、 来年 の設備投 資予測発表

(約781億30百 万 ドル、前年度実績見通 しの

9.7%増)。

IMF、 増 資 に関す る理 事会案発表(日 本の

新 ク ォータ1,200百 万 ドル)。



(A) 国 内 関 係 (B) 海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日

44.12.27

12.30

45.1.2

1.8

ユ.9

1.14

1.21

1.23

1.30

2.1

2。3

2。4

2.4

2.6

2.12

2.14

2.27

3.4

3.14

3。14

事 項 年 月 日

第23回衆議院総選挙実施(自 民党288議 席、

社会党90議 席、公明党47議 席、民社党31議

席、共産掌14議 席、無所属16議 席)。

日銀券発行残高史上最高(5兆4,390億 円)

日本 、BIS(国 際決済銀行)へ 復帰、20年

ぶ り。

経 済審 議 会、 「新経済社会発展計画の課題」

発表 。

企画 庁、43年 度 のGNP52兆7,803億 円、 前

年比13.8%の 伸 び、 自由世界で2位 と発表。

第63特 別 国会 召集 、会期120日 、 第3次 佐

藤 内閣発足 。

国債発行等懇談会 、45年 度国債、政保 債発

行額 決定(国 債4,300億 円、政保債3,000億

円)。

政府 、 「45年 度経 済見通 し」 と 「45年度 の

経 済運営 の基本的態度」閣議了承 。

大蔵省 ・日銀 、44年 国際収支状況発表(総

合収 支22億8,000万 ドル、貿易収支37億5,0

00万 ドルの黒字)。

政府45年 度 予算案決定、一般 会計7兆9,49

7億6,400万 円(対 前年比17.95%増)、 財政

投融 資計画3兆5,799億 円(対 前 年 比16.3

%増)。

関税 率 審 議会 、 「45年度関税率改正」 につ

いて答 申。

日ソ貿易 交 渉 妥結 。輸出370百 万 ドル、輸

入350百 万 ドル合計720百 万 ドル。

日仏貿易交渉妥結 。 フランス側21品 目、 日

本側9品 目自由化 。

政府 、45年 度税制改正要綱決定。

日銀 、世 銀 との360億 円の貸付協定に調印。

45年 度経済見通 し閣議決定。GNP実 質 成長

率11.1%(名 目15.8%)、 消 費 者 物価 上昇

率4.8%、 国際収支1,070百 万 ドルの黒 字 と

予想 。

家庭用品 品質表示審議会(第14回)開 催。

(「保温水筒」 の品 目指 定および表示の標準

について答 申、「洋 が さ」 の遵守事項の一

部改正 について答 申、繊維製品品質表 示規

則 、同規程 の一部改正 につ いて審議)

44年 度 補正予算成立(1,912億8,000万 円)。

日本万国博開幕 、77ヵ 国参加。

預金金利引上 げ告 示(定 期預金金利の最高

限度 額の引上 げ5.50%→5.70%(4月20日

実 施)。

45.1.2

1,2

1.2

1.22

1.26

1.30

2.2

2.16

2.23

2.24

3.5

3.6

3.6

事 項

西独連銀総裁に クラーゼ ン氏就任 。

IMF、SDR第1回 配分(総 額34億14百 万 ド

ル、 日本1億2,180万 ドル)。

英国、観光渡航持出 し外貨制 限廃止 。

オース トリア、公定歩 合引上 げ(4.75%→

5.0%)。

EEC蔵 相 理事会 、農 業財政規則 と短期通貨

支援制度で合意。

ニクソン米大統領 、70年 経 済報告発表。

ニ クソン米大統領 、1971会 計 年度予算教書

を議 会に提出。

第26回 ガ ット総会 開 く。

イタ リア リラ相場 、IMF下 限 を割 る。

EEC蔵 相 理事会、1978～80年 に欧州通貨同

盟 を設立 す ることで合意 。

英、 公定 歩 合 引下 げ(8%→7.5%、 即 日

実施)。

西独、 公 定歩 合 引上 げ(6%→7.5%、9

日実施)。.

イ タリア、 公 定歩 合 引上 げ(5.5→7%、



(A) 国 内 関 係

年 月 日

45.3.19

3。24

3.28

3.31

3.31

事 項

国債発行世 話人会、45年 度国債発行計画 を

決定(発 行 総額4,300億 円)。

日産 自動車 といす ゴ自動車、業務提携 に正

式 調印。

44年 度 中の国債発行額確定(4,126億 円)。

45年 度 暫定予算成立(6,116億 円 、18日 間)。

「新 日鉄」正式発足。

(B) 海 外 ・ 通 商 関 係

年 月 日

45。3.19

3,20

3.23

3.25

3.26

事 項

9日 実 施)。

カンボジァで政変、 シアヌーク元首追放。

東西両 ドイツ首相、初めて会 談(東 ドイッ

の エル フル トで)。

スペ イン、公定歩合引上 げ(5.5→6.5%、

即 日実 施)。

米大手 商 銀、 プライム ・レー ト0.5%引 下

1=ア(8.5%→8.0%)。

イ ン ド議会 、銀行 国有化法案可決。


